
１.令和 6年度予算編成について 

 

令和 6年度予算編成の考え方では、令和 5年度に

引き続き、「1000億円の人づくり」「県内ＧＤＰ20兆

円への挑戦」「安全・安心で活力ある社会づくり」を 3

本柱に基づく施策が謳われています。 

まず、この 3 本柱がどのように進展したのか、わか

りやすく根拠と共にお示し下さい。 

6年度はサステナブルとイノベーションという 2つの視点で施策を展開されよ

うとしています。サステナブル社会の観点から産後ケアの促進を第一番に掲げら

れ、少子化へ歯止めを掛けたい熱い思いを感じます。平成３０年６月議会にて静

岡県の取組みを紹介し、市町村との協働・課題解決体制の強化を知事に訴えまし

た。この施策に限らず基礎自治体である市町村との協働がなければ県民の安心

感や希望は地に足が付いたものとはなりません。 

県の多様な施策が市町村とうまくかみ合い、県民との共感と理解を深めるこ

とが重要です。 

そのような観点から県内市町村が抱えている課題を共有し、解決に結びつけ

ていくために、現在の仕組みをより強化する必要があると考えます。そうするこ

とによって、知事が目指す「県民の皆様の命と健康、生活を守る」というメッセー

ジが県民に伝わると思います。知事の見解を伺います。 

イノベーションの観点からは「明日の福岡の産業のコメへの重点投資」の下、川

上から川下に至る未来性のある事業を提案されているものと高く評価します。福

岡県がグローバルな競争の中で勝ち抜いていく推進力となることを期待してお

ります。そこで県では、県内中小企業の成長産業への新規参入、成長発展に向け

 



てどのような取組を行っていくのかお答えください。 

知事は今年のテーマを漢字一文字で「実」とされました。実務者らしい表現と感

じます。我々も県民の皆様に安心と希望を実感してもらえるよう、施策の効果や

進捗に県民目線でしっかり監視、提案をして参ります。 

  

【服部知事の答弁】 

①当初予算の三つの柱の進展について 

 まず、「１０００億円の人づくり」では、今年度、アンビシャス運動を発展的に継承し、

市町村や地域団体、企業などと連携した「未来子どもチャレンジ応援プロジェクト」を始動

しました。 

昨年 8月開設した「福岡半導体リスキリングセンター」は、これまでに 3,000人を超える

技術者が受講されており、大変ご好評いただいています。 

また、本県農業をけん引する農業経営者を育成するため、先端技術習得を支援するリカレ

ント教育を実施しています。 

女性活躍については、女性の進出が少ない IT、建設業など様々な分野で活躍する人材を

育成しています。また、企業の管理職などロールモデルとなる女性との交流の場「福岡キャ

リア・カフェ」を、今後、県内各地に拡大してまいります。 

「県内 GDP20兆円への挑戦」では、企業誘致の受け皿として、現在、直方・鞍手工業用地

の造成を進めているほか、今後、苅田港新松山地区第 3期工業用地の造成、うきは西部工業

用地造成に向けた調査などを進めています。 

一昨年、「グリーン」をキーワードに、半導体、自動車、水素の産学官連携組織を発展的

に改組・新設しました。これらを活かして、グリーンデバイス開発・生産拠点の構築や、脱

炭素化に向けた「電動化」などに対応する自動車のグリーン先進拠点の形成、水素大規模拠

点などグリーン水素による経済と環境の好循環の実現に向けた取組を進めています。 



バイオでは、令和 3年に、西日本で唯一、国の「地域バイオコミュニティ」に認定され、

大手製薬企業とのライセンス契約や株式上場、資金調達に成功するバイオベンチャーが次々

に生まれています。 

国際金融機能誘致では、チーム福岡として、これまでアジアを中心に 23社の誘致に成功

しました。来年度は、福岡市と共同提案した「金融・資産運用特区」の認定を目指します。 

新型コロナで大きな打撃を受けた観光は、需要喚起のための宿泊助成等により、宿泊者数

がほぼコロナ前の水準まで回復しています。 

農林水産分野では、「あまおう」の販売単価 19年連続日本一、八女茶については、八女市

が玉露で 23年連続産地賞受賞、大豆の「ふくよかまる」の販売単価日本一達成など、ブラ

ンド力向上の取組は着実に成果を上げています。 

昨年末、北九州空港の滑走路延長工事が着工したほか、福岡空港滑走路増設は、来年度中

の完成見込みです。福岡高速 3 号線の延伸、八木山バイパス及び東九州自動車道の四車線

化、有明海沿岸道路の本県区間全線開通など基幹的道路の整備は着実に進んでおり、今後も、

北九州下関道路の早期整備等、国へ働きかけてまいります。 

「安全・安心で活力ある社会づくり」では、出生数の減少が続く中、少子化に歯止めをか

けるため、今年度、「出産・子育て安心基金」を創設しました。これを活用した施策を推進

してまいります。こどもの居場所となっている、こども食堂が安定した活動ができるよう、

地域のネットワーク化を図るとともに、クラウドファンディング型ふるさと納税による寄附

を募集し、県産食材を提供しました。 

日本財団と連携して開設した国会図書館の蔵書のデジタル化を行う「就労支援の場」は、

複数の障がい者施設を利用している方や、働きづらさを抱えた方が共に働ける全国唯一の

「福岡方式」として、高い工賃を実現しています。 

ワンヘルスの取組は、大きく前進しています。昨年は、「FAVA ワンヘルス福岡オフィス」

が開所、アジア及び世界のワンヘルス実践活動をリードする同オフィスと連携し、世界的先



進地を目指した取組を進めてまいります。全国初となる「ワンヘルスセンター」は、みやま

市の御協力のもと、建設地を決定、令和９年度中の開設に向けた準備を着実に進めています。

ワンヘルス教育については、今年度、全ての県立高校での実施が実現しました。 

このほか、今年度は、「BRTひこぼしライン」開業、「ツール・ド・九州」開催などが実現

しました。 

このように、当初予算の三つの柱に基づく施策は、着実に進展しているものと考えていま

す。 

②市町村の課題解決に向けた仕組みについて 

県では、一昨年 4 月に市町村振興局を設置し、市町村支援の仕組みを大きく見直しまし

た。具然的には、局長、課長、地域政策監が地域に頻繁に足を運び、市町村の声を直接聞か

せていただくなど、地域の実情や課題の把握に注力してきました。 

把握した課題は、その内容に応じ適切な助言を行うとともに、局が市町村の立場に立って

庁内各部と折衝するなど、丁寧に対応しています。 

例えば、市町村の地区開発や都市計画ビジョン、産業構想などについて、市町村の求めに

応じ、庁内各部と調整のうえ、協力して、法令上の手続きや財源の確保に関し継続的に助言

を行っています。 

また、入札契約制度の見直しを行いたいとの相談に対しては、専門知識を持つ県職員を派

遣するなど、市町村に寄り添った支援を行っています。 

さらに、今年度、地域振興施策について県からの情報提供の場であった「地方創生市町村

圏域会議」を見直し、副市町村長出席の下で、あらかじめ市町村から提案された議題に関わ

る県担当課が参加し、それぞれの地域が抱える課題を共有するとともに、その解決に向けた

施策の協議を行っています。 

このような活動を続けていくことにより、県と市町村の信頼関係がより強固となり、県の

関係部局との連携も更に深まっていくものと考えています。 



引き続き、市町村振興局が市町村の総合相談窓口となり、市町村の立場に立った一層の支

援を行ってまいります。 

③中小企業の成長産業への新規参入、成長発展に向けた取り組みについて 

県では、「半導体」や「バイオ」「水素」など、明日の福岡の「産業のコメ」ともいうべき

成長産業分野への県内中小企業の新規参入、成長発展を目指し、施策を展開しています。 

具体的には、県内中小企業を対象に、①最新の業界動向を紹介し、成長産業への参入を促

進するフォーラムやセミナーの開催②新分野への挑戦を後押しする新製品・新技術開発への

助成や専門家による伴走支援③開発した製品の販路拡大を目指す大型展示会の出展支援や、

大企業とのビジネスマッチング④各分野で活躍する人材を養成する専門技術講座の開催な

どに取り組んでいます。 

こうした県の支援策により、①世界的な半導体企業向けに、半導体デバイスの開発・設計

段階での不良検出や性能解析を行うテストチップを開発した企業②独自のゲノム編集技術

により、国内大手製薬企業と総額 200億円を超えるライセンス契約に成功した企業③優れた

めっき技術が世界初の液化水素運搬船の重要部品に採用された企業など、大きなビジネスチ

ャンスにつながった中小企業が出ています。 

今後、大きな成長が見込まれるバッテリーEV 部品や宇宙関連機器の開発助成、大企業と

のビジネスマッチングなどを強化する考えであり、今議会において関連予算をお願いしてい

ます。 

これらの取組により、成長分野への参入を目指す中小企業の挑戦をしっかり応援し、さら

なる成長発展に繋げてまいります。 


